
政策保有株式および株主還元に関する基本方針
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政策保有株式に関する方針

　当社グループは、取引関係の維持強化を目的として、取引先の株式を保有しています。
　株式取得にあたっては、取引関係の維持強化によって得られる当社グループの利益と投資
額等を総合的に勘案して、その投資可否を判断しています。また、保有する取引先の株式につ
いて、当社グループの資本コストも意識した上で、個別銘柄ごとに、定期的、継続的に保有の
意義を検証し、その意義が乏しいと判断される銘柄については、取引や事業面で考慮すべき
事情や市場への影響等に配慮しつつ縮減していきます。一方、その意義が認められる銘柄に
ついては、保有を継続します。
　当社および広告事業会社・総合メディア事業会社では、保有する取引先の株式について保
有の意義の検証を行い、当社の取締役会に報告を行います。なお、広告事業会社・総合メディ
ア事業会社は、事前に各社の取締役会に報告を行うこととしています。2023年2月開催の当
社取締役会において、当社グループが保有する取引先の株式について検証を行い、その意義
が乏しいと判断された銘柄について、売却を進めています。
　議決権の行使は、当該投資先企業の経営方針・戦略等を十分尊重した上で、当社の出資目
的・意義に合致した提案内容であるか否か、企業価値を毀損する内容となっていないか、などの
観点から個別議案ごとに内容を精査の上、賛否を総合的に判断し、議決権行使を行っています。
　当社は、政策保有株主による当社の株式の売却等を妨げる行為や、会社や株主共同の利益
を害するような政策保有株主との取引は行いません。

株主還元に関する基本方針

　配当については、安定的かつ継続して実施することを基本としています。また、配当額を決
定する際は、資金需要の状況、業績の動向および企業競争力強化のための内部留保の充実等
を総合的に勘案の上決定し、業績動向等に不測の事態が発生しない限り、1株当たり5.0円を
下限とする方針です。
　自己株式の取得については、株主還元および資本効率向上のための手段として、また経営環
境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のため、適宜検討の上、必要に応じ、実施してい
く方針です。
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